
事業費（要望額） ８，８９５，０００円 秋田県

うち地域提案メニュー分 ０円 平成１９年度

現状と課題（※計画地区等における現状を踏まえて、課題を数値等も交えて具体的に記述すること。）

経営力の強化

課題を解決するため対応方針（※上記の課題に対応させて記述すること。）

経営力の強化

都道府県における目標関係

成果目標の具体的な実績

計画時（平成１８年度） 実施後（平成１９年度） 目標（平成１９年度） 達成率

69.9%

153.8%

事業実施地区数 評価対象外地区数 評価対象地区数 評価対象外の地区がある場合

（ア） （イ） （ア）－（イ） その代表的な理由

5 0 5 ―

政策目標 取組名 成果目標の具体的な内容
事業実施後の状況

　米や大豆など土地利用型作物を基幹とする本県においては、平成１９年度から導入された水田経営所得安定対策を活用しながら、効率的かつ安定的な農業経営を行う認定農業者や農業法人、集落営農組織を育成し、
平成２２年度までにこれらの担い手へ農地の６５％を集積することを目的としている。
　これまでも県では、市町村の協力を得ながら、独自に「担い手農家台帳」を整備し、認定農業者の確保に取り組んだ結果、平成２０年３月末に９，８９５経営体を確保し、また小規模農家などを含めた集落営農組織
については、平成２０年５月までに既に組織化されたものを含め、５０６組織が設立されている。このように一定の担い手数は確保したものの、今後は、更新時期を迎えた認定農業者の高齢化等により再認定率が低下
し、その増加数は鈍化傾向にあるものと見込まれる。併せて、新たに設立された集落営農組織の多くは、営農プランの実践を通して、経営内容や組織形態の見直しなどの試行錯誤が予想され、経営を軌道に乗せるまで
相当の時間と労力を要するものと考えられる。

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書（推進事業）

　　（うち交付金　８，８９５，０００円） 都道府県名

　　（うち交付金　　　　　　　　　０円） 事業実施年度

国による点検評
価

　県計画の担い
手への農地利用
集積率の増加に
ついては、目標
を達成してお
り、農地の利用
集積が促進され
たと判断する。

　関係機関・団体が一体となり、「担い手台帳」や地域水田農業ビジョンの担い手リスト等を活用しながら、水田経営所得安定対策への加入誘導等と併せ、認定農業者の確保・育成に努める。また、認定農業者を含
め、立ち上がったばかりの集落営農組織に対しては、県や市町村に設置されているワンストップ相談窓口の活用や技術・経営管理の両面からのフォローアップ活動を展開するとともに、まだ対応を決めかねている集落
について、引き続き、集落内の合意形成から経理等の専門分野まで一括した支援を行う。こうした取組を通して、効率的かつ安定的な農業経営を確保・育成し、これらの経営体が本県農業の相当部分を担う体制を構築
する。

備考

　目標を達成で
きず、担い手の
育成・確保の取
組が不十分で
あったため、改
善指導が必要で
あると判断し
た。

担い手の育成・
確保

認定農業者等担い手育成対
策の推進

認定農業者の育成
　９，６５１経営体
（平成１９年３月末）

　９，８９５経営体
（平成２０年３月末）

農地利用集積の推進
担い手への農地利用集積率
の増加

担い手への農地利用集積率
43.8％
（平成１９年３月末）

担い手への農地利用集積率
45.8％
（平成２０年３月末）

「農薬飛散防止普及活動緊急支援」の実施により、農薬の低減技術や飛散防止対策など、農業に関する技術の高い農業者の育成に
努めた。しかしながら、更新時期を迎えた認定農業者の再認定率が低下し、認定農業者の育成数は増加目標の６９．９％の達成率
に留まった。今後は、新たに設立された集落営農組織の経営を軌道にのせ、経営体の確保を図って行く必要がある。
担い手への農地利用集積の促進については、県農業会議の他、市町村農業委員会が「集落農地利用調整」、「優良農地確保支援対
策」等の事業を積極的に行った結果、153.8%の達成率となった。今後も、県、市町村、農業委員会や担い手育成総合支援協議会な
どの関係機関が一体となって、認定農業者等担い手への農地の利用集積を促進して行く必要がある。

担い手への農地
利用集積の促進

　１０，０００経営体
（平成２０年３月末）

担い手への利用集積率を
1.3％増加（目標集積率：
45.1％）

総合所見

9,895経営体 － 9,651経営体

10,000経営体 － 9,651経営体
× 100 ＝ 69.9%

利用集積率の増加実績2.0%

利用集積率の増加目標1.3%
× 100 153.8%＝


